
令和元年度 第１回 印西市青少年問題協議会 

会 議 次 第 

 

日 時：令和元年７月８日（月） 

午前１０時から      

場 所：印西市役所 ４階 ４１会議室  

 

 

１ 開 会 

 

２ 任命書交付 

 

３ 会長（市長）あいさつ 

 

４ 委員紹介 

 

５ 職員紹介 

 

６ 講 演 「印西市における青少年犯罪の状況について」 

講師：印西警察署 生活安全課 吉田 浩倫 様 

 

７ 会議録署名委員の指名 

 

８ 議 事 

 

（１）令和元年度青少年健全育成関係事業について 

 

   （２）その他 

 

９ その他 

 

10 閉 会 
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印西市青少年問題協議会委員 

 
 

      

   
平成３１年４月 １ 日から 

 

   
任期 

  

   
平成３３年３月３１日まで 

 

      

 
№ 氏    名 備    考 

 
 

 
1 大木

オ オ キ

 弘
ヒロシ

 
関係行政機関職員                                                                             

（印西市教育委員会教育長）   

 
2 木村

キムラ

 義人
ヨシヒト

 
関係行政機関職員                                                                             

（印西警察署長）   

 
3 佐藤

サ ト ウ

 桂子
ケ イ コ

 
学識経験者                       

（保護司）   

 
4 關

セキ

 智之
トモユキ

 
学識経験者                      

（木刈小学校校長）   

 
5 小川

オガワ

 君子
キミコ

 
学識経験者                       

（女性の会）   

 
6 颯佐 和子

サッサ カズコ

 
学識経験者                    

（青少年相談員）   

 
7 中村

ナカムラ

 敏章
トシアキ

 
学識経験者                   

（子ども会育成連絡協議会）   

 
8 山口

ヤマグチ

 千春
チハル

 
学識経験者                          

（市PTA連絡協議会代表）   

 
9 板倉

イタクラ

 正直
マサナオ

 市  長 
  

    

      

 
※但し、８番委員については、令和元年５月１０日から令和２年３月３１日までとする。 
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令和元年度 青少年健全育成関係事業 

 

《社会教育》 

１ 地域ぐるみさわやかコミュニティ推進事業 

  開設状況 ６中学校区（R１．６．１現在） 

   （船穂中学校，木刈中学校，小林中学校，西の原中学校，本埜中学校，滝野中学校） 

 

《家庭教育》 

１ 家庭教育学級 

（１）家庭教育学級の開催（各幼稚園，小中学校毎に開催）（R１．６．１現在） 

学級数 ４２学級（必修（全校）２９学級，学年（任意）１３学級） 

（２）学年家庭教育学級への助言 

   運営・活動計画に関する相談や助言を家庭教育指導員と社会教育主事で行う。 

（３）家庭教育シアターフォーラム（定期開催年６回，出前開催随時）との連携 

   視聴覚教材を活用した講座の実施 

 

２ 家庭教育学級主事会議 

各幼稚園長・小中学校教頭先生を家庭教育学級主事として委嘱し，家庭教育学級を円滑

に運営できるよう会議の実施 

第１回 ４月１５日（月），第２回 ２月予定 

 

３ 家庭教育学級運営委員研修会 

各学級の代表者を対象として，予算・学習計画・実施運営方法等について研修の実施 

   第１回 ４月２５日（木），第２回 ２月予定 

 

《青少年教育》 

１ 放課後子ども教室推進事業 

  ○滝野小学校   １４回／年 ５６人 

  ○船穂小学校   ３０回／年 ２０人 

 

２ 「こども１１０番の家」の設置・推進 

○こども１１０番運営委員会 ５月３１日（金），年１回 

○協力家庭数 １，４２２件（R１．５．３１現在） 

 

３ 社会を明るくする運動青少年健全育成大会 

○７月７日（日） 印西市文化ホール 
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４ 大学連携事業 

 ○順天堂大学生涯学習公開講座（酒々井町と共催） 

 ○１０月中旬から１２月中旬の日曜日、計４回実施 

○対象 ３０人（市内小学１～６年生の親子１５組） 

 ○種目 パラスポーツ、サッカー、バレー、陸上（R１年度予定） 

 ○情報提供 ９月１日号広報・ＨＰ掲載（予定） 

 

５ 青少年問題協議会の開催 

○第１回 ７月８日（月） 

 

《その他》 

１ 青少年関係団体の主催事業への支援・協力 

（１）青少年相談員連絡協議会 

  ○青少年ふれあいキャンプ ７月２７日（土）～２８日（日）県立鴨川青年の家 

  ○印旛地区少年の日・地域のつどい大会 ９月２１日（土） 

佐倉市市民体育館 

  ○青少年長縄とび大会 １月２６日（日）松山下公園総合体育館（予定） 

  ○各小・中学校区単位による地域活動の実施 

 

（２）子ども会育成連絡協議会 

  ○育成者講習会（安全講習会） ４月２７日（土） 

  ○ジュニアリーダー主催事業  ９月 

○市子連主催事業       １０月 

  ○ジュニアリーダー養成講座  １２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

令和元年度 児童生徒の安全確保についての取組 

 
印西市教育委員会指導課 

 

１ 安全教育の充実 

（１） 交通安全教室の実施 ＊市民活動推進課 

 安全な歩行、安全な自転車走行、自転車の安全点検等 

（２） 防犯教室の実施 

 不審者対応、薬物乱用防止、サイバー犯罪等 

（３） 避難訓練の実施 

 地震対応、火事対応、不審者対応、ワンポイント訓練、引き渡し訓練等 

（４） ＳＮＳ等ネットリテラシー授業の実施 

 

２ 園児児童生徒の安全確保 

（１） 防災計画・学校安全マニュアルの見直しと定期的な施設点検の実施に関する指導・助言 

（２） 防犯ブザーの貸与 

（３） 自転車用通学ヘルメットの貸与 

（４） メール配信システムの活用 

 登下校時間の変更、不審者情報、学校行事等 

（５） 防災行政無線を活用した見守り活動の推進 ＊防災課 

（６） 安全主任等研修会の開催 

（７） 「こども１１０番の家」の推進 ＊生涯学習課 

（８） 自然災害に対応した安全指導の充実 

（９） 理科薬品の安全管理の指導・点検 

（１０） いじめ防止対策委員会の開催 

（１１） 防犯カメラの設置 ＊教育総務課 

（１２） 虐待事案への対応 ＊子育て支援課 

３ 通学路の安全確保 

（１） 登下校防犯プラン（H30.6.22 登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議）及び

印西市通学路交通安全プログラム（H27.2 改定）に基づいた通学路の危険個所抽出及び改

善 ＊千葉県印旛土木事務所、印西警察署、市建設課、市土木管理課、市市民活動推進課、

市指導課、学校等 

（２） 登下校時の安全指導やパトロールの実施 

 教職員、保護者、地域ボランティア、防犯パトロール等 

（３） 安全マップの作成・配付 

 

４ 学校管理下における災害共済給付 

（１） 日本スポーツ振興センター災害共済給付制度への加入の推奨 

（２） 災害給付手続きに関する学校への情報提供及び指導 
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地方青少年問題協議会法 

〔昭和二十八年七月二十五日法律第八十三号〕 

（設置） 

第一条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町村に，附属機関として，それぞれ

都道府県青少年問題協議会及び市町村青少年問題協議会（特別区にあつては，特別区青少

年問題協議会。以下同じ。）（以下「地方青少年問題協議会」と総称する。）を置くこと

ができる。 

（所掌事務） 

第二条 地方青少年問題協議会は，当該地方公共団体における次の各号に掲げる事務をつか

さどる。 

一 青少年の指導，育成，保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重要事項

を調査審議すること。 

二 青少年の指導，育成，保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期するために

必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 地方青少年問題協議会は，前項に規定する事項に関し，当該地方公共団体の長及びその

区域内にある関係行政機関に対し，意見を述べることができる。 

（組織） 

第三条 地方青少年問題協議会は，会長及び委員若干人で組織する。 

２ 会長は，当該地方公共団体の長をもつて充てる。 

３ 委員は，地方公共団体の議会の議員，関係行政機関の職員及び学識経験がある者（都道

府県青少年問題協議会にあつては，家庭裁判所の職員を含む。）のうちから，当該地方公

共団体の長が任命する。 

（相互の連絡） 

第四条 地方青少年問題協議会は，相互に緊密な連絡をとらなければならない。 

（経費） 

第五条 国は，都道府県青少年問題協議会を置く都道府県及び市青少年問題協議会を置く地

方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市に対し，

予算の範囲内において，当該都道府県青少年問題協議会及び市青少年問題協議会の運営に

要する経費の一部を補助することができる。 

（条例への委任） 

第六条 この法律に定めるものを除くほか，地方青少年問題協議会に関し必要な事項は，条

例で定める。 

附 則 

１ この法律は，公布の日から施行する。 

２ 総理府設置法（昭和二十四年法律第百二十七号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔昭和三二年六月一日法律第一五八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は，昭和三十二年八月一日から施行する。 

附 則〔昭和三三年五月一〇日法律第一四四号〕 

この法律は，昭和三十三年七月一日から施行する。 
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附 則〔昭和三七年四月一六日法律第七七号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は，公布の日から施行する。〔後略〕 

附 則〔昭和四一年三月三一日法律第一六号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は，昭和四十一年四月一日から施行する。 

附 則〔昭和四三年六月一五日法律第九九号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は，公布の日から施行する。〔後略〕 

附 則〔昭和五八年一二月二日法律第八〇号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は，総務庁設置法（昭和五十八年法律第七十九号）の施行の日〔昭和五九年七

月一日〕から施行する。 

〔経過措置〕 

６ この法律に定めるもののほか，この法律の施行に関し必要な経過措置は，政令で定める

ことができる。 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第一〇二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は，内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の

日〔平成一三年一月六日〕から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

一 〔略〕 

二 附則第十条第一項及び第五項，第十四条第三項，第二十三条，第二十八条並びに第三

十条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の

会長，委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は，当該会長，

委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず，その日に満了する。 

一～五 〔略〕 

六 青少年問題審議会 

七～五十八 〔略〕 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか，この法律の施行に伴い必要となる経

過措置は，別に法律で定める。 
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○印西市青少年問題協議会条例 

昭和38年９月28日条例第12号 

改正 

平成８年３月26日条例第69号 

平成12年12月25日条例第33号 

平成26年３月20日条例第４号 

印西市青少年問題協議会条例 

（設置） 

第１条 地方青少年問題協議会法（昭和28年法律第83号。）に基づき、印西市青少

年問題協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要

な事項を調査審議する。 

(２) 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期

するために必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 協議会は、前項に規定する事項に関し、当該地方公共団体の長及び区域内にあ

る関係行政機関諸団体に対し、意見を述べることができる。 

（組織及び会議） 

第３条 協議会は、会長及び委員１０人以内で組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 委員は、任期を２年とし、関係行政機関の職員及び学識経験がある者のうちか 

ら、市長が任命する。 

４ 前項の委員は、再任されることができる。 

５ 会長は、会務を総理する。 

６ 協議会に副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

７ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

８ 協議会に専門事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことが

できる。 

９ 専門委員は、学識経験がある者のうちから市長が任命する。 

１０ 委員及び専門委員は、非常勤とする。 

１１ 協議会の会議は、会長が招集する。 

（庶務） 

第４条 協議会の庶務は、市長が定める機関において処理する。 

（委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成８年３月26日条例第69号） 

この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月25日条例第33号） 

この条例は、平成13年１月６日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に印西市青少年問題協議会の委員（以下「委員」 

という。）である者は、引き続き改正後の印西市青少年問題協議会条例の 

規定に基づき任命された委員とみなす。 
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【メモ】                            

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                


